
（別紙４） 

 

特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）（抄） 

 

（登記） 

第七条 特定非営利活動法人は、政令で定めるところにより、登記しなければならない。 

（以下略） 

（財産目録の作成及び備置き） 

第十四条 特定非営利活動法人は、成立の時に財産目録を作成し、常にこれをその事務所    

に備え置かなければならない。 

（役員の変更等の届出） 

第二十三条 特定非営利活動法人は、その役員の氏名又は住所若しくは居所に変更があっ

たときは、遅滞なく、変更後の役員名簿を添えて、その旨を所轄庁に届け出なければなら

ない。（以下略） 

（定款の変更） 

第二十五条 １～５（略） 

６ 特定非営利活動法人は、定款の変更（第三項の規定により所轄庁の認証を受けなけれ

ばならない事項に係るものを除く。）をしたときは、都道府県又は指定都市の条例で定め

るところにより、遅滞なく、当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更

後の定款を添えて、その旨を所轄庁に届け出なければならない。 

７ 特定非営利活動法人は、定款の変更に係る登記をしたときは、遅滞なく、当該登記を

したことを証する登記事項証明書を所轄庁に提出しなければならない。 

（事業報告書等の備置き等及び閲覧） 

第二十八条 特定非営利活動法人は、毎事業年度初めの三月以内に、都道府県又は指定都

市の条例で定めるところにより、前事業年度の事業報告書、計算書類及び財産目録並びに

年間役員名簿（前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名及び住所又は居

所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿をいう。）

並びに前事業年度の末日における社員のうち十人以上の者の氏名（法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名）及び住所又は居所を記載した書面（以下「事業報告書等」とい

う。）を作成し、これらを、翌々事業年度の末日までの間、その事務所に備え置かなけれ

ばならない。  



２ 特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、役員名

簿並びに定款等（定款並びにその認証及び登記に関する書類の写しをいう。以下同じ。）

を、その事務所に備え置かなければならない。 

（略） 

（貸借対照表の公告）                            

第二十八条の二 特定非営利活動法人は、内閣府令で定めるところにより、前条第一項の

規定による前事業年度の貸借対照表の作成後遅滞なく、次に掲げる方法のうち定款で定め

る方法によりこれを公告しなければならない。                   

一 官報に掲載する方法                             

二 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法             

三 電子公告（電磁的方法により不特定多数の者が公告すべき内容である情報の提供を受

けることができる状態に置く措置であって内閣府令で定めるものをとる公告の方法をい

う。以下この条において同じ。）                         

四 前三号に掲げるもののほか、不特定多数の者が公告すべき内容である情報を認識する

ことができる状態に置く措置として内閣府令で定める方法            

（略） 

（事業報告書等の提出） 

第二十九条 特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところによ

り、毎事業年度一回、事業報告書等を所轄庁に提出しなければならない。 

（特定非営利活動法人についての破産手続の開始） 

第三十一条の三 （略） 

２ 前項に規定する場合には、理事は、直ちに破産手続開始の申立てをしなければならな

い。 

（債権の申出の催告等） 

第三十一条の十 清算人は、特定非営利活動法人が第三十一条第一項各号に掲げる事由に

よって解散した後、遅滞なく、公告をもって、債権者に対し、一定の期間内にその債権の

申出をすべき旨の催告をしなければならない。この場合において、その期間は、二月を下

ることができない。 

（以下略） 

（清算中の特定非営利活動法人についての破産手続の開始） 

第三十一条の十二 清算中に特定非営利活動法人の財産がその債務を完済するのに足りな

いことが明らかになったときは、清算人は、直ちに破産手続開始の申立てをし、その旨を



公告しなければならない。 

（以下略） 

第三十五条 特定非営利活動法人は、前条第三項の認証があったときは、その認証の通知

のあった日から二週間以内に、貸借対照表及び財産目録を作成し、次項の規定により債権

者が異議を述べることができる期間が満了するまでの間、これをその事務所に備え置かな

ければならない。 

２ 特定非営利活動法人は、前条第三項の認証があったときは、その認証の通知のあった

日から二週間以内に、その債権者に対し、合併に異議があれば一定の期間内に述べるべき

ことを公告し、かつ、判明している債権者に対しては、各別にこれを催告しなければなら

ない。この場合において、その期間は、二月を下回ってはならない。 

第三十六条 （略） 

２ 債権者が異議を述べたときは、特定非営利活動法人は、これに弁済し、若しくは相当

の担保を供し、又はその債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社若しくは信

託業務を営む金融機関に相当の財産を信託しなければならない。ただし、合併をしてもそ

の債権者を害するおそれがないときは、この限りでない。 

（認定の通知等） 

第四十九条 １～３（略） 

４ 認定特定非営利活動法人で二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するものは、第

一項の規定による認定の通知を受けたときは、内閣府令で定めるところにより、遅滞な

く、次に掲げる書類を所轄庁以外の関係知事に提出しなければならない。 

一 直近の事業報告書等（合併後当該書類が作成されるまでの間は、第三十四条第五項     

において準用する第十条第一項第七号の事業計画書、第三十四条第五項において準用する

第十条第一項第八号の活動予算書及び第三十五条第一項の財産目録。第五十二条第四項に

おいて同じ。）、役員名簿及び定款等 

二 第四十四条第二項の規定により所轄庁に提出した同項各号に掲げる添付書類の写し 

三 認定に関する書類の写し 

（役員の変更等の届出、定款の変更の届出等及び事業報告書等の提出に係る特例並び

にこれらの書類の閲覧） 

第五十二条 （略） 

２ 二以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人は、第二十五

条第三項の定款の変更の認証を受けたときは、都道府県又は指定都市の条例で定めるとこ

ろにより、遅滞なく、当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定



款を所轄庁以外の関係知事に提出しなければならない。 

３～４ （略） 

（代表者の氏名の変更の届出等並びに事務所の新設及び廃止に関する通知等） 

第五十三条 認定特定非営利活動法人は、代表者の氏名に変更があったときは、遅滞な

く、その旨を所轄庁に届け出なければならない。 

２～３（略） 

４ 認定特定非営利活動法人は、その事務所が所在する都道府県以外の都道府県の区域内

に新たに事務所を設置したときは、内閣府令で定めるところにより、遅滞なく、第四十九

条第四項各号に掲げる書類を、当該都道府県の知事に提出しなければならない。 

（認定申請の添付書類及び役員報酬規程等の備置き等及び閲覧） 

第五十四条 認定特定非営利活動法人は、第四十四条第一項の認定を受けたときは、同条

第二項第二号及び第三号に掲げる書類を、都道府県又は指定都市の条例で定めるところに

より、同条第一項の認定の日から起算して五年間、その事務所に備え置かなければならな

い。 

２ 認定特定非営利活動法人は、毎事業年度初めの三月以内に、都道府県又は指定都市の

条例で定めるところにより、次に掲げる書類を作成し、第一号に掲げる書類についてはそ

の作成の日から起算して五年間、第二号から第四号までに掲げる書類については翌々事業

年度の末日までの間、その事務所に備え置かなければならない。 

一 前事業年度の寄附者名簿 

二 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

三 前事業年度の収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄

附金に関する事項その他の内閣府令で定める事項を記載した書類 

四 前三号に掲げるもののほか、内閣府令で定める書類 

３ 認定特定非営利活動法人は、助成金の支給を行ったときは、都道府県又は指定都市の

条例で定めるところにより、遅滞なく、その助成の実績を記載した書類を作成し、その作

成の日から起算して三年が経過した日を含む事業年度の末日までの間、これをその事務所

に備え置かなければならない。 

４ 認定特定非営利活動法人は、海外への送金又は金銭の持出し（その金額が二百万円以

下のものを除く。次条第二項において同じ。）を行うときは、都道府県又は指定都市の条

例で定めるところにより、事前に、その金額及び使途並びにその予定日（災害に対する援

助その他緊急を要する場合で事前の作成が困難なときは、事後遅滞なく、その金額及び使

途並びにその実施日）を記載した書類を作成し、その作成の日から起算して三年が経過し

た日を含む事業年度の末日までの間、これをその事務所に備え置かなければならない。 

５（略） 



（役員報酬規程等の提出） 

第五十五条 認定特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところに

より、毎事業年度一回、前条第二項第二号から第四号までに掲げる書類を所轄庁（二以上

の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人にあっては、所轄庁及び

所轄庁以外の関係知事。次項において同じ。）に提出しなければならない。 

２ 認定特定非営利活動法人は、助成金の支給を行ったとき又は海外への送金若しくは金

銭の持出しを行うときは、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、前条第三

項又は第四項の書類を所轄庁に提出しなければならない。 

第八十条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、特定非営利活動法人の理事、

監事又は清算人は、二十万円以下の過料に処する。                 

一 第七条第一項の規定による政令に違反して、登記することを怠ったとき。     

二 第十四条（第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定に違反して、財

産目録を備え置かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をした

とき。                                     

三 第二十三条第一項若しくは第二十五条第六項（これらの規定を第五十二条第一項（第

六十二条において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）又は第五十三条第一項（第六十二条において準用する場合を含む。）の規定に違反

して、届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。                  

四 第二十八条第一項若しくは第二項、第五十四条第一項（第六十二条（第六十三条第五

項において準用する場合を含む。）及び第六十三条第五項において準用する場合を含

む。）又は第五十四条第二項及び第三項（これらの規定を第六十二条において準用する場

合を含む。）の規定に違反して、書類を備え置かず、又はこれに記載すべき事項を記載せ

ず、若しくは不実の記載をしたとき。                       

五 第二十五条第七項若しくは第二十九条（これらの規定を第五十二条第一項（第六十二

条において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第

四十九条第四項（第五十一条第五項、第六十二条（第六十三条第五項において準用する場

合を含む。）及び第六十三条第五項において準用する場合を含む。）又は第五十二条第二

項、第五十三条第四項若しくは第五十五条第一項若しくは第二項（これらの規定を第六十

二条において準用する場合を含む。）の規定に違反して、書類の提出を怠ったとき。  

六 第三十一条の三第二項又は第三十一条の十二第一項の規定に違反して、破産手続開始

の申立てをしなかったとき。                           

七 第二十八条の二第一項、第三十一条の十第一項又は第三十一条の十二第一項の規定に

違反して、公告をせず、又は不正の公告をしたとき。                

八 第三十五条第一項の規定に違反して、書類の作成をせず、又はこれに記載すべき事項

を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき。                   



九 第三十五条第二項又は第三十六条第二項の規定に違反したとき。           

十 第四十一条第一項又は第六十四条第一項若しくは第二項の規定による報告をせず、若

しくは虚偽の報告をし、又はこれらの項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し

たとき。 




